
Lobbying for Protection and Cost-Reducing
Activities

Katsuzo Yamamoto ∗

College of Economics, Kanto Gakuin University

August 11, 2010

Abstract

This paper explores the change of tariff on imports from other
countries, when bilateral trade liberalization proceeds. We confirm
the effect of bilateralism on government’s tariff settings by political
economic model. Our conclusion are as followings. First, trade liberal-
ization from the home and third countries lowers home country’s tariff
on imports from the foreign country. On the contrary, trade liberal-
ization from the foreign and third countries raises its tariff. Second,
when the home firm’s resource allocation weights more cost-reducing
activities (R&D) than lobbyings, the technological innovation in the
third country proceeds trade liberalization from the home and foreign
countries.
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1 Introduction

現在，世界経済は急速な勢いでグローバル化が進んでいる．特に 1990年代
以降，WTO/GATT体制下において世界的に貿易自由化の流れは加速してお
り，それに伴って貿易額も年々増加している1．ここで，近年の貿易自由化の
流れを概観すると，WTOの無差別原則が存在するにも関わらず，FTAに代
表されるような 2国間，あるいは地域間での経済自由化が進んでいることが
特徴として認められる2．
さて，FTAのような地域的経済統合の進展については，二つの相反する

捉え方が存在する．一つは，地域的経済統合の進展がWTO体制下での多角
的貿易自由化にとって stumbling block (障害) となるもので，貿易自由化の
流れの中で地域的経済協定は地域間の経済ブロック化に繋がるという議論で
ある．もう一つの見方は，逆に地域的経済統合の進展は多角的貿易自由化に
とっての building block (踏み台) であり，より一層の貿易自由化に繋がるも
のであるという議論である3．
本稿では，3国経済からなるモデルを用いて，政治経済学的観点から，あ

る 2国間での貿易自由化の進展が，残された 1国に対して賦課される関税水
準にいかなる影響を及ぼすかに注目する．本稿では，企業が保有する資源の
うちどれだけを保護貿易のためのロビー活動に投入するのかに注目したLong
and Soubeyran (1996)，Hillman et al.(2001, 2003)のモデルを，Brander and
Spencer型のクールノー国際複占競争モデルに援用する4．本稿のモデル分析
によって，自国と第三国の間での貿易自由化の進展は，自国企業が保護関税
のためにロビー活動へ配分する資源を減らすことになる一方，外国と第三国
の間で貿易自由化が進展すると，自国企業はロビー活動により多くの資源を
配分するようになることが示される．また，外国での技術革新が自国企業の
ロビー活動の縮小に繋がるか否かは，自国企業が国内市場と輸出市場のどち
らにより多くの財を供給しているかに依存することも同時に示される．
本稿の構成は以下の通りである．第 2節で，本稿で用いられる基本モデ

ルの設定を紹介する．第 3節では，自国企業の最適な資源配分がどのように
決定されるのかについて議論する．第 4節では比較静学分析を行い，第三国

1WTO statistics of databaseによると，世界のGDPに占める貿易額の割合は 1980年に
17.3％であったのが，1990年代以降大きく上昇し，2005年には 23.5％となっている．また，
IMF Direction of Trade Statisticsによると，世界の貿易額の増加率は，1980年代で年平均
5.5％増，1990年代で年平均 6.5％増であったのに対し，2000年代に入って年平均 10.6％増
と伸びが加速している．

2GATT24条では，(1)構成国間の実質上全ての貿易障壁を撤廃すること，(2)域外国に
対する貿易障壁を引き上げないことの 2点を要件として，GATT第 1条で定められた最恵
国待遇原則の例外として FTAなどの特恵的経済協定の締結を認めている．

3後者の議論については，Baldwin (1995) の「ドミノ効果」がよく知られている．ドミ
ノ効果とは，ある地域での FTA締結が域外国間の FTA締結を引き起こし，結果的にドミ
ノ倒し的に FTAが締結されていく様子を表した言葉である

4戦略的貿易政策論については，Brander (1995) を参照されたい．
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政府による関税の引き下げ，および外国企業による技術革新が，自国企業の
最適な資源配分にどのような影響を与えるのかについて考える．第 5節では，
本稿の結論をまとめた上で，今後残された課題について指摘する．

2 The Model

A, B, Cの 3国からなる経済を考える．A, B両国に企業が 1社ずつ存在し，
A国企業（自国企業）とB国企業（外国企業）はA国市場（自国市場）およ
びC国市場（第三国市場）において複占競争を行っている．A, B各国の複
占財に対する逆需要関数は，以下の線形で与えられるものとする．

P i = αi − qi for all i ∈ {A, C}. (1)

ここで，αi は i国の市場規模，qi は i国市場における複占財の需要量を表
している．j 国企業から i国市場への複占財の供給量を qi

j(i = A,C および
j = A,B)とすると，qA = qA

A + qA
Bおよび qC = qC

A + qC
B が成り立つ．

A国企業は，hAだけの資源（例えば時間や人的資本など）を保有してお
り，この資源をR&Dなどのコスト削減活動，もしくは保護貿易政策採用の
ための政府に対するロビー活動のいずれかに配分するものとする．ここで，
コスト削減活動に配分される資源をmA，ロビー活動に配分される資源を lA
とすると，hA = mA + lAが成り立つ．

A国企業の複占財生産のための限界費用を cAとすると，cA = c(mA)と表
される．ただし，c′ < 0, c′′ ≥ 0とする．ここで，|c′|はコスト削減活動の限
界効率性を表している．これに対し，B国企業の複占財生産のための限界費
用は cBとし，外生的に与えられるものとする．
また，A国政府がB国企業からの輸入品に対して賦課する従量関税率を

tAとすると，tA = t(lA)と表される．ただし，t′ > 0, t′′ ≤ 0とする．ここで，
t′はロビー活動の限界効率性を表している．これに対し，C国政府が j国企
業からの輸入品に対して賦課する従量関税率を tCj (j = A,B)とし，外生的に
与えられるものとする．
このモデルでは，次の 2段階のゲームを考える．まず第 1段階で，A国

企業が資源 hAの配分を決定する．これにより，A国企業による複占財供給
の限界費用 cAおよびA国政府が賦課する従量関税率 tAが決定される．その
後，第 2段階でA, B両国企業がクールノー複占競争を行い，A, C両国市場
への供給量を決定する．これにより，A, B両国企業の利潤 πA, πBが決定さ
れる．このゲームの均衡は，部分ゲーム完全均衡である。

3 Optimal Resource Allocation

本節では，自国企業の最適資源配分の決定について考える．
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まず，A国企業の限界費用 cAおよび A国政府が賦課する従量関税 tAを
所与として，第 2段階でのA国企業のクールノー均衡供給量を求める．j国
企業が i国市場から得られる利潤を πi

j(i = A,Cおよび j = A,B)とすると，
A, B各国企業の利潤式は以下のように表される．

πA = πA
A + πC

A

= (PA − cA)qA
A + (PC − cA − tCA)qC

A

= (αA − qA
A − qA

B − cA)qA
A + (αC − qC

A − qC
B − cA − tCA)qC

A , (2)

πB = πA
B + πC

B

= (PA − cB − tAB)qA
B + (PC − cB − tCB)qC

B

= (αA − qA
A − qA

B − cB − tAB)qA
B + (αC − qC

A − qC
B − cB − tCB)qC

B . (3)

利潤最大化のための一階条件から，A国企業のクールノー均衡供給量は以下
のように求められる．

qA
A(lA, cB) =

αA − 2cA + cB + tAB
3

=
αA − 2c(mA) + cB + t(lA)

3
, (4)

qC
A(lA, cB, tCA, tCB) =

αC − 2cA + cB − 2tCA + tCB
3

=
αC − 2c(mA) + cB − 2tCA + tCB

3
. (5)

第 1段階でA国企業は，自社の利潤が最大化されるよう最適な資源配分
(mA, lA)を決定する．A国企業の利潤式は以下のようになる．

πA = πA
A + πC

A

= [qA
A]2 + [qC

A ]2. (6)

資源制約であるmA = hA − lAに注意して，利潤最大化のための一階条件を
求めると，

∂πA

∂lA
=

4

3
c′(mA)

[
qA
A + qC

A

]
+

2

3
t′(lA) · qA

A = 0, (7)

となる．ここで，利潤最大化のための二階条件として ∂2πA

∂l2A
< 0となることを

仮定する．(7)式を整理することで，

−c′(mA)

t′(lA)
=

qA
A

qA
A + qC

A

, (8)
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が得られる．(8)式の左辺 f(lA) = − c′(mA)
t′(lA)

はコスト削減活動とロビー活動の

限界効率性の比率を 2倍したものであり，(8)式の右辺 g(lA) =
qA
A

qA
A+qC

A
はA国

企業の供給量全体に占めるA国市場向け供給量の比率を表している．A国企
業は，(8)式の関係を満たすような形で最適な資源配分の組合せ (mA, lA)を
決定する．

[INSERT FIGURE 1 HERE]

Figure 1は，A国企業の最適資源配分について表している．(8)式の左辺
f(lA)と右辺 g(lA)はともにロビー活動に対する資源配分量 lAの増加関数で
あり，二階条件の仮定により f(lA)の傾きの方が g(lA)の傾きよりも大きく
なっている．A国企業の最適資源配分はA国市場向け供給量がA国企業の供
給量に占める割合に依存し，もしこの比率が高まれば，A国企業はロビー活
動により多くの資源を配分することが確認できる．

4 Comparative Statistics

本節では，第三国であるC国がA, B両国からの輸入品に対する関税 tCA, tCB
を引き下げた際，および外国であるB国の企業が技術革新により限界費用 cB

を引き下げた際，A国企業の最適な資源配分 (mA, lA)にどのような影響を与
えるのかについて見ていきたい．(7)式を全微分すると，

∂2πA

∂l2A
dlA +

∂2πA

∂cB∂lA
dcB +

∂2πA

∂tCA∂lA
dtCA +

∂2πA

∂tCB∂lA
dtCB = 0, (9)

となる．(9)式および二階条件に関する仮定を用いて，自国企業の最適資源
配分の変化について確認することができる．．
まず，C国がA国からの輸入品に対する関税 tCAを引き下げた場合の効果

を考える．(9)式に dcB = dtCB = 0を代入して整理すると，

dlA
dtCA

= − [∂2πA/∂tCA∂lA]

[∂2πA/∂l2A]
, (10)

となる．(7)式より ∂2πA

∂tCA∂lA
= −8

9
c′ > 0 となるので，以上より

dlA
dtCA

> 0, (11)

となることが確認できる．

Proposition 1 もし第三国が自国からの輸入品に対する関税を引き下げた
ならば，自国企業はロビー活動への資源配分を減らし，コスト削減活動によ
り多くの資源を配分することになる．

5



[INSERT FIGURE 2 HERE]

Figure 2は，Proposition 1について表している． ∂g
∂tCA

= 2
3

[
qA
A

(qA
A+qC

A)2

]
> 0

より，第三国政府による自国製品に対する関税の引き下げは，自国企業の全
供給量に占める自国市場向け製品の比率を引き下げることになる．その結果，
自国企業はロビー活動よりコスト削減活動により多くの資源を配分させるこ
とになる．
次に，C国がB国からの輸入品に対する関税 tCBを引き下げた場合の効果

を考える．(9)式に dcB = dtCA = 0を代入して整理すると，

dlA
dtCB

= − [∂2πA/∂tCB∂lA]

[∂2πA/∂l2A]
, (12)

となる．(7)式より ∂2πA

∂tCB∂lA
= 4

9
c′ < 0 となるので，以上より

dlA
dtCB

< 0, (13)

となることが確認できる．

Proposition 2 もし第三国が外国からの輸入品に対する関税を引き下げた
ならば，自国企業はコスト削減活動への資源配分を減らし，ロビー活動によ
り多くの資源を配分することになる．

[INSERT FIGURE 3 HERE]

Figure 3は，Proposition 2について表している． ∂g
∂tCB

= −1
3

[
qA
A

(qA
A+qC

A)2

]
< 0

より，第三国政府による外国製品に対する関税の引き下げは，自国企業の全
供給量に占める自国市場向け製品の比率を引き上げることになる．その結果，
自国企業はコスト削減活動よりロビー活動により多くの資源を配分させるこ
とになる．
最後に，B国企業による複占財供給のための限界費用 cBが下落した場合

の効果を考える．(9)式に dtCA = dtCB = 0を代入して整理すると，

dlA
dcB

= − [∂2πA/∂cB∂lA]

[∂2πA/∂l2A]
, (14)

となる．(7)式より ∂2πA

∂cB∂lA
= 8

9
c′ + 2

9
t′ となることから，以下の関係が確認で

きる．

If t′ ≥ −4c′, then
∂2πA

∂cB∂lA
≥ 0. (15)

If t′ < −4c′, then
∂2πA

∂cB∂lA
< 0. (16)
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(8)式および (15)(16)式より，

If qC
A ≥ qA

A, then
dlA
dcB

≥ 0. (17)

If qA
A > qC

A , then
dlA
dcB

< 0. (18)

となることが確認できる．

Proposition 3 自国企業の供給量が自国市場向けよりも第三国市場向けの
方が多いとき，もし外国で技術革新が行われたならば，自国企業はロビー活
動への資源配分を減らし，コスト削減活動により多くの資源を配分すること
になる．自国企業の供給量が第三国市場向けよりも自国市場向けの方が多い
とき，もし外国で技術革新が行われたならば，自国企業はコスト削減活動へ
の資源配分を減らし，ロビー活動により多くの資源を配分することになる．

[INSERT FIGURE 4 AND 5 HERE]

Figure 4および Figure 5は，Proposition 3について表している． ∂g
∂cB

=
qC
A−qA

A

3(qA
A+qC

A)2
より，外国企業の技術革新が自国企業の資源配分に与える影響は，

自国企業が自国市場と外国市場のどちらにより多くの財を供給しているかで
違いが生じる．qC

A ≥ qA
Aのときの外国企業の技術革新は，自国企業の全供給量

に占める自国市場向け製品の比率を引き上げ，その結果，自国企業はロビー
活動よりコスト削減活動により多くの資源を配分させることになる．これに
対して，qA

A > qC
A のときの外国企業の技術革新は，自国企業の全供給量に占

める自国市場向け製品の比率を引き下げ，その結果，自国企業はコスト削減
活動よりロビー活動により多くの資源を配分することになる．

5 Concluding Remarks

本稿では，3国からなる経済モデルを用いて，第三国が自国および外国から
の輸入品に対する関税を引き下げた場合，自国企業の資源配分行動にどのよ
うな影響を与えるのかについて分析した．結論として，第三国が自国製品へ
の関税を引き下げると自国企業はR&Dなどのコスト削減活動に資源を集中
するのに対し，第三国が外国製品への関税を引き下げると自国企業は関税引
き上げを求めてロビー活動により多くの資源を費やすことが示された．した
がって，自国と第三国との間で貿易自由化が進展すると，自国と外国の間で
も貿易自由化が進展することになる．これに対し，外国と第三国との間での
貿易自由化の進展は，自国と外国の間の貿易自由化を阻害する要因となる．
加えて，本稿では外国での技術革新が自国企業の資源配分に対して与え

る影響についても分析した．外国での技術革新が自国企業の資源配分にどの
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ような影響を与えるのかについては，自国企業が自国市場と第三国市場のど
ちらにより多くの財を供給しているのかに依存する．自国企業が自国市場よ
りも第三国市場により多くの財を供給しているならば，外国での技術革新は
自国企業により多くの資源をコスト削減活動に割り振らせることになる．こ
れに対し，自国企業が第三国市場よりも自国市場により多くの財を供給して
いるならば，外国での技術革新は自国企業により多くの資源をロビー活動に
配分させることになる．以上より，外国での技術革新が自国と外国との間で
の貿易自由化を進展させるのは，自国企業の供給量が自国市場向けよりも第
三国市場向けの方が多い場合であることが分かった．
最後に，本研究で残された課題について指摘する．本稿の結論は，コスト

削減活動およびロビー活動の限界効率性がともに逓減するという仮定を基に
導き出されている．また，市場構造についても線形の需要関数やクールノー
型寡占競争市場など多くの仮定を前提に議論を進めている．これらの仮定が
置かれていないケースについても，これから検討していく必要があろう．こ
の点については，今後の検討課題としておきたい．
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Figure 1: Optimal Resource Allocation
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Figure 2: Third Country’s Tariff Reduction on Home Country
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Figure 3: Third Country’s Tariff Reduction on Foreign Country
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Figure 4: Foreign Country’s Technological Innovation (Case of qC
A ≥ qA

A)
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Figure 5: Foreign Country’s Technological Innovation (Case of qA
A < qC

A)
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